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妙録 

2025 年頃には団塊の世代が後期高齢者になり年齢別人口比率が劇的に変化する．少子化

や介護職員不足も相まって社会保障制度だけでなく経済活動にも影響を及ぼしていく．こ

れらを背景に国は，健康寿命を延伸させる介護予防を推進している(内閣府 2019)．介護予

防は，2005 年の介護保険法の改正1で事業化され，効率的・効果的な介護予防プログラムが

推進されている2．そこで，有酸素運動と IMT による 6 ヶ月の運動介入プログラムを実施

し，効果が見られる項目間の関連を検証した．睡眠効率は自己効力感に関連し，入浴動作能

力と身体活動量の増加に影響を及ぼしていた．日中の自覚的眠気は骨格筋量と一日の消費

カロリーに関連し，消費カロリーは一日の歩数の増加に影響を及ぼしていた．これらは，先

行研究で示された健康維持に対する歩行の有用性を支持していた．一方，HDS-R は基礎代

謝や骨格に影響を及ぼし，からだの揺れと体幹は，転倒リスクを示す姿勢安定度指標の改善

に影響を及ぼすことが示された．介護予防として有酸素運動に併せて IMT を提供すること

で，身体機能の向上に合わせて睡眠と転倒リスクの改善に有用であることが示唆され，在宅

生活の延伸に寄与することが期待された． 

 

 

 

キーワード : 介護予防，有酸素運動，IMT，E-SAS 

 

 

 

 

 

 

 

 
1 参照:厚生労働省「2005 年度介護保険法改正」

(https://www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/gaiyo/k2005_02.html, 2020.11.30)． 
2 参照:厚生労働省「介護予防活動普及展開事業(平成 28 年度～)」

(https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12300000-Roukenkyoku/hukyuutenkai. 

pdf, 2020.11.30)． 
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はじめに 

2025 年頃までには人口ボリュームの団塊の世代が後期高齢者となる．このことが，超高

齢社会である現在の人口構造をさらに歪めていく．さらに，少子化が加わることで，社会保

障制度だけでなく経済活動にも甚大な影響を及ぼしていく．なかでも，介護・医療費の増加

は喫緊の課題である．一方担い手を見ると，家族構成や扶養に関する意識変化に医療介護職

員の慢性的な不足も加わり，介護保険制度の維持を困難にしている．これらを背景に国は,

部分最適を繰り返してきた保健医療政策について「保険医療 20353」を提言し，従来の治療

中心からフレイル，サルコペニア予防が期待される自立支援に転換を図り(厚生労働省

2019)，健康づくりの総合的推進として未病4
 を維持し健康寿命を延伸させる介護予防に取

り組んでいる(内閣府 2019)．介護予防は，2000 年に施行された介護保険法のなかで理念が

示され，2006 年施行の介護保険法の改正で事業化されている．介護予防は身体活動量と身

体機能の維持が重要であり(Aoyagi, Shephard. et al. 2010)，身体機能は，運動プログラム

に吸気筋トレーニング(Inspiratory Muscles Training；IMT)を併用することで増加する(山

口・内田ら 2020)ものの，介護予防のアセスメントでは呼吸機能に関連する項目は見られな

い(須藤・金子ら 2020)．一方 IMT は，実施方法の改善や新しいトレーニング機器が開発さ

れ，有用性に関する報告も見られる(塩谷・佐藤 2019)．そこで，有酸素運動を中心とした運

動プログラムに呼吸機能を強化する IMT を加えて，効果が示される項目間の関連を検証す

る． 

 

先行研究 

高齢者の運動介入は転倒リスクを低下させ(Province, Hadley. et al. 1995)，30 分以上の

中程度の身体活動は健康増進に影響をもたらす(Pate, Pratt. et al. 1995)．加えて，適切な

運動は循環器疾患及び呼吸器疾患による死亡率を下げる(Paffenbarger, Hyde. et al. 1986)．

小田・桂ら(2020)は，地域在住高齢者の閉じこもりが身体活動基準を満たさない状態である

ことを示し，地域活動及び介護予防事業等の参加は生活機能の維持と軽度認知障害(Mild 

Cognitive Impairment；MCI)の予防に効果があることを明らかにしている．前田・上出ら

(2020)は，地域在住の要介護認定の無い高齢者 347 人を対象に，3 ヵ月間の介入研究を実施

し，地域在住高齢者の呼吸機能は，運動機能及び認知機能に関連することを明らかにしてい

る．IMT の効果について山口・内田・丸山(2020)は, 高齢女性 21 名を対象に運動プログラ

ムと IMT の介入調査を実施し，呼吸機能・呼吸筋力・運動機能・身体組成の調査により介

護予防における IMT 併用効果を示している．鈴木・村田ら(2018)は，運動の習慣性のある

高齢者 158 名を対象に，体操や筋力トレーニングで実施している歩行等が転倒・身体・認

 
3 厚生労働省(2015)．「保健医療 2035 提言書の公表について」  

(https://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-12601000-Seisakutoukatsukan-

Sanjikanshitsu_Shakaihoshoutantou/0000088654.pdf, 2020.6.16). 
4 日本未病システム学会では，⑴「自覚症状はないが検査結果に異常がある場合」，⑵「自覚症

状はあるが検査結果に異常がない場合」を未病と定義している． 
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知・精神機能に及ぼす影響を調べ，運動習慣は，身体・認知・精神機能の維持に関連し，転

倒は，精神機能の低下を予測できることを明らかにしている．濵地・山口ら(2019)は，地域

在住の前期高齢者 77 人と後期高齢者 176 人を対象に「生活のひろがり」(Life Space 

Assessment；LSA)，「ころばない自信」(Fall Efficacy Scale；FES)，｢人とのつながり｣

(Lubben Social Network Scale-6；LSNS-6)と運動機能との関連を調査し，LSA は，前期高

齢者では「歩くチカラ」(Timed Up and Go Test；TUG)と関連し，後期高齢者では，FES・

LSNS-6・TUG と関連することを示し，高齢者の生活空間は運動機能だけではなく，自己効

力感，社会的ネットワークに影響を及ぼすことを示している．先行研究により，高齢者の運

動介入は身体機能だけでなく認知機能の改善に影響を及ぼし，転倒リスクを軽減させるこ

とが示唆された．さらに，運動介入の評価は，E-SAS (Elderly Status Assessment Set) を

構成する LSA・FES・LSNS-6・TUG が有用であることを示している． 

先行研究により，高齢者の介護予防は，従来の運動介入に IMT を併せて提供することで, 

呼吸及び運動能力の向上に影響を及ぼすことが示された．これらを踏まえ，地域在住高齢者

に提供する有酸素運動を中心とした運動プログラムに呼吸機能を強化する IMT を加え, 

効果が見られる項目間の関連を検証し，提供する運動介入が及ぼす影響を調査する． 

 

調査 

１ 対象者 

K 市二法人が運営するデイケア 2 事業所，デイサービス 1 事業所の協力を得て調査を  

行った．対象者は，地域で暮らす中高年齢者であり．要介護度は，自立，要支援 1，要支援

2 及び要介護度 1，認知症高齢者の日常生活自立度は，自立，Ⅰ，Ⅱa 及びⅡb の者とした.

調査の趣旨を説明し同意を得た 108 人を対象者とし，6 ヶ月継続したのは 60 人であった．

なお，本調査は，鹿児島国際大学教育研究倫理審査委員会の承認を得て実施した． 

 

２ 介護予防プログラムによる運動介入 

運動介入するプログラムは，有酸素運動と呼吸筋トレーニングとした．有酸素運動は,  

ニューステップ(BG9NST4R)，トレッドミル(DK-152AC)，エルゴメーター(DK-9002RW)

を採用し，負荷量は，効果の期待できる週 2 回の有酸素運動により週 1,000 kcal を目標と

した(William, I-Min. et al. 2007；Miriam, Jack. et al. 2007)．呼吸筋トレーニングは，吸

い込む息に負荷をあたえ，横隔膜や肋間筋等を鍛える吸気筋トレーニング(Inspiratory 

Muscles Training； IMT) を採用し，IMT の実施は，パワーブリーズメディクプラス改良モ

デル(BCPB2000)を使用した．実施は呼吸の能力と状態に応じ，週 2 回を基本としてパワー

ブリーズ(BCPBKH2)を用いて負荷量を設定した．介入期間は 6 ヶ月とし, 本人の同意を得

たうえで医師の指示を得て週 2 回実施した． 
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３ 調査及び評価項目 

①眠気の評価は，ESS (Epworth Sleepiness Scale) を採用した． 

②睡眠効率5
 の評価は，シート型体振動計 (Sheet-shaped Body Vibrometer；SBV) とし, 

SBV は「眠りスキャン」・「Active Sleep ANALYZER」を採用した． 

③運動器機能及び日常生活の活動評価は，E-SAS の 6 つの評価項目,「転ばない自信」･

｢自宅での入浴動作」・｢TUG｣・ ｢休まず歩ける距離」・「人とのつながり」・「LSA」を用

いて評価した． 

④体重・BMI(Body Mass Index)・基礎代謝量・骨格筋量・SMI(Skeletal Muscle mass 

Index)は，InBody470 を用いて評価した． 

⑤立位バランスの評価は，重心動揺計 (BW-6000) を採用した． 

⑥体組成の評価は，体組成分析装置 (In-body470) を採用した． 

⑦骨密度の評価は，OSTEO Pro を採用した． 

⑧活動量の評価は，ウェアラブル万歩計 Anemos fit (AW-002) を採用し，一日当たりの 

消費カロリー，歩数，歩行距離を求めた． 

⑨認知機能の評価は，HDS-R (改訂長谷川式簡易知能評価スケール) を採用した． 

 

４ E-SAS で示される評価 

E-SAS で示される評価は，「FES」は身体活動に影響を及ぼす自己効力感，「自宅での入

浴動作」は基本的な日常生活動作の入浴動作，「TUG」は歩行能力と移動能力，「休まず歩け

る距離」は日頃の身体活動量に関連する連続歩行能力，「LSNS-6」は地域や人との関係性,

｢LSA」は生活空間から身体活動性 を評価する指標である． 

 

５ 分析方法 

6 ヶ月間で 3 ％以上改善した項目間の関連を調べために，全ての項目の測定値で，介入前

から 6 ヶ月後で「3 ％以上改善した群」と「それ以外の群」とで 2 値の変数を作成し，2 値

に直した全ての項目間でカイ二乗検定を実施しお互いの関連を調べに．さらに，どのセルが

有意な関連に寄与しているのかを調整済み残差を算出し調べた．データ解析には  SPSS 

ver.27  を用い，仮説検定での有意水準は 5 ％とした．それぞれの項目には測定がされてい

ないものが含まれ，項目によってはデータ数が異なる． 

 

結果 

１ 対象者の身体的特徴 

対象者の介入前と介入後の性別及び年代，身体的特徴を表 1 に示す．性別では，男性の

割合は，介入前の 33 人(30.6％)に比べ介入後は 17 人(28.3％)に下がっていた．女性の割合

 
5 睡眠効率[％]は, 就床時刻から起床時刻までの時間に対する睡眠判定時間の割合である. 
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は，介入前の 75 人(69.4％)に比べて，介入後は 43 人(71.7％)に上がり，女性に比べて男性

の中断者は多かった．年代は介入前後とも 70 歳代が最も多く，要介護度は介入前後とも非

該当が最多であり，介入前は 67 人(62.0％)，介入後では 31 人(51.7％)であった．喫煙歴は

介入前後とも「無し」が最多であり，身長は介入前後とも「150～159 ㎝」が最多であった.

認知症高齢者の日常生活自立度は介入前後とも自立が最多であり，日本肥満学会が定義す

る肥満度6
 は介入前後とも普通体重が最も多かった．対象者の身長や体形は平均的であり, 

認知症は見られず要介護状態でもない人が多くを占めた．また，現在喫煙している人は殆ん

どいなかった． 

 

２ 測定値の平均値及び標準偏差 

6 ヶ月継続した対象者 60 人の介入前後の測定値の平均値と標準偏差を表 2 に示す．介入

前の測定値平均に比べて介入後の測定値平均に改善が見られた項目は，｢ESS｣・「睡眠効率」・

｢FES」・「TUG」・「休まず歩ける距離」・「LSA」・「骨格筋量」・「SMI」・「バランス年齢」・

｢バランス IPS」・「基礎代謝量」・「握力」・「骨密度」・「骨ミネラル量」であった．一方，改

善が見られなかった項目は「自宅での入浴動作」・「人とのつながり」・「消費カロリー」・「歩

数」であった． 

 
6 一般社団法人日本肥満学会が定めた肥満度判定基準である．同会は，肥満に関する問題の究

明及び解決のための研究発表，情報交換，啓発を目的として発足した学会である．また，

肥満症専門医および生活習慣病改善指導士の認定をおこなっている． 

表1　介入前後の対象者の身体的特徴 (介入前 N =108，介入後 N =60 )

Ｎ ％ Ｎ ％ Ｎ ％ Ｎ ％

性 別 男 性 33人 30.6% 17人 28.3% 身 長 130～139㎝ 4人 3.7% 2人 3.3%

女 性 75人 69.4% 43人 71.7% 140～149㎝ 29人 26.9% 15人 25.0%

150～159㎝ 45人 41.7% 27人 45.0%

年 代 50歳代 7人 6.5% 3人 5.0% 160～169㎝ 24人 22.2% 13人 21.7%

60歳代 16人 14.8% 8人 13.3% 170～179㎝ 5人 4.6% 3人 5.0%

70歳代 41人 38.0% 24人 40.0% 180～189㎝ 1人 0.9%    0人 0%

80歳代 33人 30.6% 18人 30.0%

90歳代 11人 10.2% 7人 11.7% 自立 82人 75.9% 43人 71.7%

Ⅰ 17人 15.7% 13人 21.7%

要 介 護 度 非該当 67人 62.0% 31人 51.7% Ⅱa 6人 5.6% 2人 3.3%

事業対象者  0人 0%  0人 0% Ⅱb 3人 2.8% 2人 3.3%

要支援１ 10人 9.3% 6人 10.0%

要支援２ 17人 15.7% 13人 21.7% 肥 満 度 低体重 12人 11.1% 7人 11.7%

要介護１ 14人 13.0% 10人 16.7% 普通体重 66人 61.1% 40人 66.7%

肥満１度 24人 22.2% 13人 21.7%

喫 煙 歴 無し 85人 79.4% 46人 76.7% 肥満２度 5人 4.6%    0人 0%

以前あり 21人 19.6% 14人 23.3% 肥満３度 1人 0.9%    0人 0%

有り 1人 0.9%       0人 0% 肥満４度       0人 0%    0人 0%

認 知 症

高 齢 者 の

日 常 生 活

介入後
項 目

介入前
項 目

介入前介入後
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３ ６ヶ月の介入で ３ ％以上改善した群とそれ以外の群との関連 

6 ヶ月の運動介入に改善効果が示されたことを踏まえ，介入前から 6 ヶ月後で ｢3 ％以

上改善した群｣と「それ以外の群」で有意な関連が示された項目は，「睡眠効率」・「LSA」・

「FES」・「HDS-R」・「ESS」・「骨格筋量」・「基礎代謝量」・「バランス IPS」・「消費カロリ

ー」であった． 

 

(1) 睡眠効率が 6 ヶ月間で 3 ％以上改善した群とそれ以外の群との関連 

「睡眠効率」が 6 ヶ月間で 3 ％以上改善した項目と有意な関連が示された項目を表 3 に

示す．「睡眠効率」 が「3 ％以上改善した群」で，「FES」 が「3 ％以上改善した群」の割合

は 50.0 ％であり，「FES」が「それ以外の群」の割合は 9.5 ％であった．「睡眠効率」が改

善している群のほうが改善していない群よりも「FES」が改善している割合が有意( p <.01 )

に高いことが示された． 

 

 

 

 

表2　測定値の平均値及び標準偏差

平均値 標準偏差 N 平均値 標準偏差 N 平均値 標準偏差 N 平均値 標準偏差 N 平均値 標準偏差 N 平均値 標準偏差 N

介入前 5.3 3.01 59 87.0 6.75 60 34.2 6.96 60 9.4 1.65 60 12.0 4.93 60 4.8 1.45 60
介入後 2.7 3.24 59 87.3 6.58 60 35.4 5.80 60 9.1 1.96 60 11.3 5.32 60 5.3 1.05 60

平均値 標準偏差 N 平均値 標準偏差 N 平均値 標準偏差 N 平均値 標準偏差 N 平均値 標準偏差 N 平均値 標準偏差 N

介入前 18.1 19.63 59 65.6 31.81 60 19.3 3.45 60 6.1 0.81 60 92.2 11.73 60 0.90 0.51 60

介入後 16.5 4.48 59 70.0 24.89 60 19.8 3.52 60 6.2 0.83 60 81.4 21.53 60 1.29 0.60 60

平均値 標準偏差 N 平均値 標準偏差 N 平均値 標準偏差 N 平均値 標準偏差 N 平均値 標準偏差 N 平均値 標準偏差 N

介入前 1,180 109.35 60 442.9 371.87 60 3.8 2.66 58 21.7 9.99 60 1,363 23.39 60 2.1 0.28 60

介入後 1,198 108.92 60 422.5 306.63 60 3.5 2.64 58 23.4 10.31 60 1,374 89.72 60 2.5 2.45 60

休まず歩ける距離

バランスIPS

骨ミネラル量
項 目

基礎代謝量 消費カロリー 歩数 握力 骨密度

項 目
L S N S-6 ＬＳＡ 骨格筋量 ＳＭＩ バランス年齢

項 目
ＥＳＳ 睡眠効率 F E S 自宅での入浴動作 ＴＵＧ

表3　睡眠効率の６ヶ月後の改善が３％以上の群とそれ以外の群との関連

N ％ N ％ N ％ χ2 df

それ以外の群 38 90.5%[  3.3] 4    9.5% [-3.3] 42 100%

3％以上改善した群 7 50.0%[-3.3] 7 50.0% [  3.3] 14 100%

45 80.4% 11 19.6% 56 100%

注)  * p  <.05， ** p <.01 ． [　] は 調整済み残差であり，その絶対値は，p  ＜.05水準で ± 1.96以上を統計的に有意とした．

     未測定の項目がありデータ数は異なる.   

睡眠効率

項　目
それ以外の群 3％以上改善した群 合計

p  値

F E S 10.90 1 < .01** 

合　計
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(2) LSAが 6 ヶ月間で 3 ％以上改善した群とそれ以外の群との関連 

「LSA」と有意な関連が示された項目を表 4 に示す．「LSA」 が「3 ％以上改善した群」で，

｢休まず歩ける距離」 が「3 ％以上改善した群」の割合は 82.4 ％であり，「休まず歩ける距

離」が「それ以外の群」の割合は 46.5 ％であった．「LSA」が改善している群のほうが改善

していない群よりも「休まず歩ける距離」が改善している割合が有意( p <.05 )に高いことが

示された．「LSA」 が「3 ％以上改善した群」で，「LSNS-6」 が「3 ％以上改善した群」の

割合は 71.4 ％であり，「LSNS-6」が「それ以外の群」の割合は 41.9 ％であった．「LSA」

が改善している群のほうが改善していない群よりも，｢LSNS-6｣が改善している割合が有意

( p <.05 )に高いことが示された．「LSA」 が「3 ％以上改善した群」で，「ESS」 が「3 ％以

上改善した群」の割合は 65.1 ％であり，「ESS」が「それ以外の群」の割合は 35.3 ％であ

った．「LSA」が改善している群のほうが改善していない群よりも｢ESS」が改善している割

合が有意( p <.05 ) に高いことが示された． 

 

 

(3) FES が 6 ヶ月間で 3 ％以上改善した群とそれ以外の群との関連 

「FES」と有意な関連が示された項目を表 5 に示す．「FES」 が「3 ％以上改善した群」で，

｢自宅での入浴動作」 が「3 ％以上改善した群」の割合は 66.7 ％であり，「自宅での入浴動

作」が「それ以外の群」の割合は 24.1 ％であった．「FES」が改善している群のほうが改善

していない群よりも，「自宅での入浴動作」が改善している割合が有意( p <.05 )に高いこと

が示された．「FES」 が「3 ％以上改善した群」で，「休まず歩ける距離」 が「3 ％以上改善

した群」の割合は 58.8 ％であり，「休まず歩ける距離」が「それ以外の群」の割合は 16.3 ％

であった．「FES」が改善している群のほうが改善していない群よりも，「休まず歩ける距離」

が改善している割合が有意( p <.01 )に高いことが示された． 

表4　L S A の６ヶ月後の改善が３％以上の群とそれ以外の群との関連

N ％ N ％ N ％ χ2 df

それ以外の群 23 53.5%[  2.5] 20 46.5%[-2.5] 43 100%

3％以上改善した群 3 17.6%[-2.5] 14 82.4%[  2.5] 17 100%

26 43.3% 34 56.7% 60 100%

それ以外の群 18 58.1%[  2.3] 13 41.9%[-2.3] 31 100%

3％以上改善した群 8 28.6%[-2.3] 20 71.4%[  2.3] 28 100%

26 44.1% 33 55.9% 59 100%

それ以外の群 11 64.7%[  2.1] 6 35.3%[-2.1] 17 100%

3％以上改善した群 15 34.9%[-2.1] 28 65.1%[  2.1] 43 100%

26 43.3% 34 56.7% 60 100%

注)  * p  <.05， ** p <.01 ． [　] は 調整済み残差であり，その絶対値は，p  ＜.05水準で ± 1.96以上を統計的に有意とした．

     未測定の項目がありデータ数は異なる.   

L S A

p  値
項　目

それ以外の群 3％以上改善した群 合計

休まず歩ける距離 6.37 1

合　計

< .05* 

合　計

E S S 4.41 1 p  < .05*

L S N S-6 5.19 1 p  < .05*

合　計
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(4) HDS-Rが 6 ヶ月間で 3 ％以上改善した群とそれ以外の群との関連 

「HDS-R」と有意な関連が示された項目を表 6 に示す．「HDS-R」 が「3 ％以上改善した

群」で，「基礎代謝量」 が「3 ％以上改善した群」の割合は 77.8 ％であり，｢基礎代謝量｣が

｢それ以外の群」の割合は 41.2 ％であった．「HDS-R」が改善している群のほうが改善して

いない群よりも，「基礎代謝量」が改善している割合が有意( p <.05 )に高いことが示された.

｢HDS-R」 が「3 ％以上改善した群」で，「握力」 が「3 ％以上改善した群」の割合は 59.5 ％

であり，「握力」が「それ以外の群」の割合は 26.1 ％であった．「HDS-R」が改善している

群のほうが改善していない群よりも，「握力」が改善している割合が有意( p <.05 )に高いこ

とが示された． 

 

 

 

 

表5　転ばない自信の６ヶ月後の改善が３％以上の群とそれ以外の群との関連

N ％ N ％ N ％ χ2 df

それ以外の群 41 75.9%[  2.2] 13 24.1%[-2.2] 54 100%

3％以上改善した群 2 33.3%[-2.2] 4 66.7%[  2.2] 6 100%

合　計 43 71.7% 17 28.3% 60 100%

それ以外の群 36 83.7%[  3.3] 7 16.3%[-3.3] 43 100%

3％以上改善した群 7 41.2%[-3.3] 10 58.8%[  3.3] 17 100%

43 71.7% 17 28.3% 60 100%

注)  * p  <.05， ** p <.01 ． [　] は 調整済み残差であり，その絶対値は，p  ＜.05水準で ± 1.96以上を統計的に有意とした．

     未測定の項目がありデータ数は異なる.   

項　目
それ以外の群 3％以上改善した群 合計

p  値

F E S

休まず歩ける距離 10.86 1 < .01** 

自宅での入浴動作 4.82 1 < .05* 

合　計

表6　H D S-R の６ヶ月後の改善が３％以上の群とそれ以外の群との関連

N ％ N ％ N ％ χ2 df

それ以外の群 30 58.8%[  2.0] 21 41.2%[-2.0] 51 100%

3％以上改善した群 2 22.2%[-2.0] 7 77.8%[  2.0] 9 100%

合　計 32 53.3% 28 46.7% 60 100%

それ以外の群 17 73.9%[  2.5] 6 26.1%[-2.5] 23 100%

3％以上改善した群 15 40.5%[-2.5] 22 59.5%[  2.5] 37 100%

32 53.3% 28 46.7% 60 100%

注)  * p  <.05， ** p <.01 ． [　] は 調整済み残差であり，その絶対値は，p  ＜.05水準で ± 1.96以上を統計的に有意とした．

     未測定の項目がありデータ数は異なる.   

p  値
項　目

それ以外の群 3％以上改善した群 合計

H D S-R

基礎代謝量 4.12 1 < .05* 

合　計

握 力 6.35 1 < .05* 
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(5) ESS が 6 ヶ月間で 3 ％以上改善した群とそれ以外の群との関連 

「ESS」と有意な関連が示された項目を表 7 に示す．「ESS」 が「3 ％以上改善した群」で,

｢骨格筋量」 が「3 ％以上改善した群」の割合は 94.4 ％であり，「骨格筋量」が「それ以外

の群」の割合は 61.9 ％であった．「ESS」が改善している群のほうが改善していない群より

も，「骨格筋量」が改善している割合が有意( p <.05 )に高いことが示された．「ESS」 が「3 ％

以上改善した群」で，「消費カロリー」 が「3 ％以上改善した群」の割合は 85.2 ％であり，

｢消費カロリー」が「それ以外の群」の割合は 60.6 ％であった．「ESS」が改善している群

のほうが改善していない群よりも，「消費カロリー」が改善している割合が有意( p <.05 )に

高いことが示された． 

(6) 骨格筋量が 6 ヶ月間で 3 ％以上改善した群とそれ以外の群との関連 

 「骨格筋量」と有意な関連が示された項目を表 8 に示す．「骨格筋量」 が「3 ％以上改善し

た群」で，「基礎代謝量」 が「3 ％以上改善した群」の割合は 66.7 ％であり，｢基礎代謝量｣

が「それ以外の群」の割合は 23.5 ％であった．「骨格筋量」が改善している群のほうが改善

していない群よりも，「基礎代謝量」が改善している割合が有意( p <.01 )に高いことが示さ

れた．「骨格筋量」 が「3 ％以上改善した群」で，「骨ミネラル量」 が ｢3 ％以上改善した群｣

の割合は 50.0 ％であり，「骨ミネラル量」が「それ以外の群」の割合は 16.7 ％であった.  

｢骨格筋量」が改善している群のほうが改善していない群よりも，｢骨ミネラル量｣が改善し

ている割合が有意( p <.01 )に高いことが示された．「骨格筋量」 が ｢3 ％以上改善した群｣  

で，「SMI」 が「3 ％以上改善した群」の割合は 52.4 ％であり，「SMI」が ｢それ以外の群｣

の割合は 17.9 ％であった．「骨格筋量」が改善している群のほうが改善していない群よりも，

｢SMI」が改善している割合が有意( p <.01 )に高いことが示された． 

表7　E S S の６ヶ月後の改善が３％以上の群とそれ以外の群との関連

N ％ N ％ N ％ χ2 df

それ以外の群 16 38.1%[  2.6] 26 61.9%[-2.6] 42 100%

3％以上改善した群 1   5.6%[-2.6] 17 94.4%[  2.6] 18 100%

合　計 17 28.3% 43 71.7% 60 100%

それ以外の群 13 39.4%[  2.1] 20 60.6%[-2.1] 33 100%

3％以上改善した群 4 14.8%[-2.1] 23 85.2%[  2.1] 27 100%

合　計 17 28.3% 43 71.7% 60 100%

注)  * p  <.05， ** p <.01 ． [　] は 調整済み残差であり，その絶対値は，p  ＜.05水準で ± 1.96以上を統計的に有意とした．

     未測定の項目がありデータ数は異なる.   

項　目
それ以外の群

E S S

p  値

3％以上改善した群 合計

骨格筋量 6.57 1 < .05* 

1 < .05* 消費カロリー 4.42
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(7) 基礎代謝量が 6 ヶ月間で 3 ％以上改善した群とそれ以外の群との関連 

「基礎代謝量」と有意な関連が示された項目を表 9 に示す．「基礎代謝量」 が「3 ％以上改

善した群」で，「SMI」 が「3 ％以上改善した群」の割合は 28.6 ％であり，「SMI」が「それ

以外の群」の割合は 7.7 ％であった．「基礎代謝量」が改善している群のほうが改善してい

ない群よりも，「SMI」が改善している割合が有意( p <.05 )に高いことが示された．「基礎代

謝量」 が「3 ％以上改善した群」で，「骨密度」 が「3 ％以上改善した群」の割合は 100 ％

であり，「骨密度」が「それ以外の群」の割合は 13.6 ％であった．「基礎代謝量」が改善し

ている群のほうが改善していない群よりも，「骨密度」が改善している割合が有意( p <.05 )

に高いことが示された． 

 

 

表8　骨格筋量の６ヶ月後の改善が３％以上の群とそれ以外の群との関連

N ％ N ％ N ％ χ2 df

それ以外の群 39 76.5%[  2.6] 12 23.5%[-2.6] 51 100%

3％以上改善した群 3 33.3%[-2.6] 6 66.7%[  2.6] 9 100%

合　計 42 70.0% 18 30.0% 60 100%

それ以外の群 30 83.3%[  2.8] 6 16.7%[-2.8] 36 100%

3％以上改善した群 12 50.0%[-2.8] 12 50.0%[  2.8] 24 100%

合　計 42 70.0% 18 30.0% 60 100%

それ以外の群 32 82.1%[  2.8] 7 17.9%[-2.8] 39 100%

3％以上改善した群 10 47.6%[-2.8] 11 52.4%[  2.8] 21 100%

合　計 42 70.0% 18 30.0% 60 100%

注)  * p  <.05， ** p <.01 ． [　] は 調整済み残差であり，その絶対値は，p  ＜.05水準で ± 1.96以上を統計的に有意とした．

     未測定の項目がありデータ数は異なる.   

項　目
それ以外の群 3％以上改善した群 合計

p  値

骨格筋量

骨ミネラル量 7.62 1 < .01** 

基礎代謝量 6.78 1 < .01** 

ＳＭＩ 7.71 1 < .01** 

表9　基礎代謝量の６ヶ月後の改善が３％以上の群とそれ以外の群との関連

N ％ N ％ N ％ χ2 df

それ以外の群 36 92.3%[  2.2] 3    7.7%[-2.2] 39 100%

3％以上改善した群 15 71.4%[-2.2] 6 28.6%[  2.2] 21 100%

合　計 51 85.0% 9 15.0% 60 100%

それ以外の群 51 86.4% [  2.4] 8 13.6%[-2.4] 59 100%

3％以上改善した群 0      0%[ -2.4] 1 100% [  2.4] 1 100%

合　計 51 85.0% 9 15.0% 60 100%

注)  * p  <.05， ** p <.01 ． [　] は 調整済み残差であり，その絶対値は，p  ＜.05水準で ± 1.96以上を統計的に有意とした．

     未測定の項目がありデータ数は異なる.   

基礎代謝量

項　目
それ以外の群 3％以上改善した群 合計

p  値

ＳＭＩ 4.67 1 < .05* 

1 < .05* 骨密度 5.76
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(8) バランス年齢が 6 ヶ月間で 3 ％以上改善した群とそれ以外の群との関連 

「バランス年齢」と有意な関連が示された項目を表 10 に示す．「バランス年齢」 が「3 ％

以上改善した群」で，「バランス IPS」 が「3 ％以上改善した群」の割合は 57.1 ％であり,

｢バランス IPS」が「それ以外の群」の割合は 22.2 ％であった．「バランス年齢」が改善し

ている群のほうが改善していない群よりも，「バランス IPS」が改善している割合が有意  

( p <.05 )に高いことが示された． 

 

 

(9) 消費カロリーが 6 ヶ月間で 3 ％以上改善した群とそれ以外の群との関連 

「消費カロリー」と有意な関連が示された項目を表 11 に示す．「消費カロリー」 が「3 ％

以上改善した群」で，「歩数」 が「3 ％以上改善した群」の割合は 65.4 ％であり，｢歩数｣が

｢それ以外の群」の割合は 29.4 ％であった．「消費カロリー」が改善している群のほうが改

善していない群よりも，「歩数」が改善している割合が有意( p <.01 )に高いことが示された． 

 

 

(10) 有酸素運動と IMT の効果と影響に関する検証 

介入前の平均値と 6 ヶ月後の測定値の平均値が 3 ％以上改善した項目とそれ以外の項目

との関連を見ると， ｢睡眠効率」が 3 ％以上改善した群は，自己効力感を評価する「FES」

が 3 ％以上改善した割合が有意に高いことが示された．身体活動性を生活空間から評価す

る「LSA」が 3 ％以上改善した群は，身体活動量を評価する「休まず歩ける距離」・地域や

表10　バランス年齢の６ヶ月後の改善が３％以上の群とそれ以外の群との関連

N ％ N ％ N ％ χ2 df

それ以外の群 14 77.8%[  2.5] 4 22.2%[-2.5] 18 100%

3％以上改善した群 18 42.9%[-2.5] 24 57.1%[  2.5] 42 100%

合　計 32 53.3% 28 46.7% 60 100%

注)  * p  <.05， ** p <.01 ． [　] は 調整済み残差であり，その絶対値は，p  ＜.05水準で ± 1.96以上を統計的に有意とした．

     未測定の項目がありデータ数は異なる.   

バランス年齢

項　目
それ以外の群 3％以上改善した群 合計

p  値

バランスＩＰＳ 6.17 1 < .05* 

表11　消費カロリーの６ヶ月後の改善が３％以上の群とそれ以外の群との関連

N ％ N ％ N ％ χ2 df

それ以外の群 24 70.6%[  2.8] 10 29.4%[-2.8] 34 100%

3％以上改善した群 9 34.6%[-2.8] 17 65.4%[  2.8] 26 100%

合　計 33 55.0% 27 45.0% 60 100%

注)  * p  <.05， ** p <.01 ． [　] は 調整済み残差であり，その絶対値は，p  ＜.05水準で ± 1.96以上を統計的に有意とした．

     未測定の項目がありデータ数は異なる.   

消費カロリー

それ以外の群 3％以上改善した群 合計

p  値
項　目

歩 数 7.70 1 < .01** 
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人との関係性を評価する「LSNS-6」，日中の自覚的眠気を評価する「ESS」が 3 ％以上改善

した割合が有意に高く，「ESS」が 3 ％以上改善した群は，四肢筋肉量を示す「骨格筋量」，

一日の「消費カロリー」が 3 ％以上改善した割合が有意に高いことが示された．「骨格筋量｣

が 3 ％以上改善した群は，「基礎代謝量」，骨全体に含まれる「骨ミネラル量」，骨格筋量を

身長の 2 乗で除した骨格筋量指数の「SMI」が 3 ％以上改善した割合が有意に高く，「基礎

代謝量」が 3 ％以上改善した群は，骨の強さを示す「骨密度」が 3 ％以上改善した割合が有

意に高いことが示された．「HDS-R」が 3 ％以上改善した群は，「基礎代謝量」，全身の筋力

を評価する「握力」が 3 ％以上改善した割合が有意に高く，自己効力感を評価する｢FES」

が 3 ％以上改善した群は，入浴動作能力を評価する「自宅での入浴動作」，身体活動量を評

価する「休まず歩ける距離」が 3 ％以上改善した割合が有意に高いことが示された.からだ

の揺れと体幹の動きから相当年齢を示す「バランス年齢」が 3 ％以上改善した群は,転倒リ

スクを示す姿勢安定度指標の「バランス IPS」が 3 ％以上改善した割合が有意に高く，一日

の｢消費カロリー｣が 3 ％以上改善した群は，一日の「歩数」が 3 ％以上改善した割合が有意

に高いことが示された． 

 

４ 本研究の限界  

実施した有酸素運動の負荷量が適切に調整されていない傾向が見られた．特に3ヶ月以降

では負荷量の不足が推測された．IMTについても，3ヶ月以降の実施頻度の不足が推測され，

実施頻度が適正に調整されていない傾向が見られた．加えて，新型コロナウイルス感染リス

クの心配から外出制限を行なう対象者が増え，3ヶ月後の脱落者は15.7％であったものが，

3ヶ月後から6ヶ月後では34.1％に倍以上に増えていた．また，一日の消費カロリーが 3ヶ月

後では大きな改善が見られたが，3ヶ月後から6ヶ月後では悪化に転じ，活動量が制限され

たことが推測された．さらに，改善を判別する割合を 3％として項目間の関連を検討したが，

介護予防の効果を検証するには更なる検証が必要であった．これらが本研究の限界である．

従って，対象者や対象地域を一般化するには慎重にならなければならない．今後の課題は，

負荷量と実施頻度の適切な調整と改善を示すカットオフ値を用いた検証であった． 

 

５ 利益相反  

本研究に関して，開示すべき利益相反関係にあたる企業，組織，団体はない． 

 

おわりに 

有酸素運動と IMT を組み合わせた 6 ヶ月の運動介入プログラムにより，日中の自覚的眠

気，身体活動性，消費カロリー，自己効力感，HDS-R，骨格筋量，からだの揺れと体幹に改

善効果が示された．睡眠効率の改善は自己効力感に関連し，入浴動作能力と身体活動量の増

加に影響を及ぼしていた．身体活動性の改善は，身体活動量の増加，地域や人との関係性の

広がり，日中の自覚的眠気の減少に関連し，骨格筋量や一日の消費カロリーの増加に影響を
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及ぼしていた．一日の消費カロリーの改善は，一日の歩数の増加に関連していた．HDS-R

の改善は，全身の筋力と基礎代謝量の増加に関連し，骨格筋量指数と骨の強さの増加に影響

を及ぼしていた．骨格筋量は，基礎代謝量，骨ミネラル量，骨格筋量指数の増加に関連し,

からだの揺れと体幹の改善は，転倒リスクを示す姿勢安定度指標の改善に関連しているこ

とが示された．なかでも，睡眠効率は自己効力感に関連し，入浴動作能力と身体活動量の増

加に与える影響が示されたことから，睡眠の改善が介護予防に有用であることが推測され

た．加えて，日中の自覚的眠気が骨格筋量と一日の消費カロリーに関連し，一日の歩数の増

加に影響を及ぼすことが示されたことから，先行研究で示された歩行の有用性を支持する

結果となった．HDS-R は基礎代謝や骨格に関連し，からだの揺れと体幹は，転倒リスクを

示す姿勢安定度指標の改善に関連していたことから，転倒リスクの改善には体幹の強化が

有用であることが示唆された．介護予防として有酸素運動に併せて IMT を実施することで，

身体機能の向上だけでなく転倒リスクを軽減させことが示唆され，在宅生活の延伸に寄与

することが期待される． 

今後の展望として，睡眠と日中の自覚的眠気，身体活動性と消費カロリー，自己効力感，

認知症の程度，骨格筋量，からだの揺れと体幹に関する効果を検討し，未病⁴ を維持し健康

寿命を延伸させる介護予防プログラムを検証したい． 
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